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広がるスポットワーク～新しい働き方の課題～  
（NHK「視点・論点 第一線からの、ことば。」 

2024 年 10 月 15 日放映） 
 
   
 
 

岩田合同法律事務所 

弁護士 中野 雅之 
 
広がるスポットワーク 
 
「スポットワーク」という働き方が広がっています。スキマバイトとも呼ばれます。 

「スポットワーク」について法律上の定義はなく、明確な定義はありませんが、多くの場合、

空いた時間に、単発で働く「アルバイト」のことを指していると言ってよいでしょう。 

空いた時間、隙間の時間を有効に使って仕事をしたいという働き手は、副業の広がりもあって学

生に限らず増大しています。また、高齢者にも広がっています。 

企業、働き手のニーズに合致した便利な働き方である一方において、法の適用や、安全問題な

どを巡っては注意すべき点や課題があることも指摘しなければなりません。今回はこうしたこ

とをお話ししたいと思います。 

近年スポットワークという働き方が拡大してきた背景には、デジタル技術の進化と人手不足、

多様な就業ニーズがあります。 

デジタル技術の進化は、ちょっとした隙間の空いた時間を有効に使って仕事をしたいという

働き手のニーズと、繁忙期の人手確保やシフトの急な欠員補充をしたいという企業のニーズと

のマッチングを、簡易・迅速かつ飛躍的に高めることを可能にしました。  

スポットワーク仲介事業者は、スマートフォンによって、手軽に即日働くことができ、即日払い

を受けることのできる仕組みを構築しています。 

スポットワークのマッチングプラットフォームを運営している仲介事業者主要４社の登録者

数の合計数は、2019 年 12 月の 330 万人から増加を続け、今年 8 月には 2000 万人となってい

ます。スポットワーク仲介事業には、今年春に有力フリマアプリ事業会社が参入しました。さら
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に、有力人材会社２社も今年秋に参入することを表明するなど、多くの企業の参入が続いていま

す。 

 

スポットワークという働き方のメリット 
 
働き手のメリットとしては、①空いた隙間時間を有効に活用することができること、②履歴書、

面接なしで働くことができること、③即日払いなど、賃金・報酬を早期に受け取ることができる

こと、④経験がなくとも興味のあるところで働くことができる一方で、経験の積み重ねは評価さ

れることもあること、などが挙げられます。 

一方、企業のメリットとしては、①慢性的な人手不足状況にある中で、繁忙期の人手確保、シ

フトの急な欠員補充、時間単位での柔軟な人手確保が可能になること、②仲介事業者の中には賃

金支払代行などの労務管理支援を行っているところもあり、労務管理の負担を軽減できること、

③実際の働きぶりを見て、より長期の契約に切り換えることや正社員とすることもできること、

などが挙げられます。 

とはいえ、スポットワークという働き方にも、課題や注意すべき点があります。 

企業と働き手の契約関係は、雇用契約である形態のスポットワークが広がりつつあるものの、業

務委託契約が結ばれる場合もありますので、両者に分けてみていくこととします。 

 

 

業務委託契約型のスポットワークの課題 
 

業務委託契約型のスポットワークについて、ギグワークと呼ばれることもありますが、大きな

課題であって注意すべき点は、労働基準法などの労働者保護法令が適用されないことです。最低

賃金の適用もありません。使用者の労災補償責任を社会保険化した労災保険の適用もありませ

ん。 

また、企業などの一部に、業務委託契約という形式の選択さえ行えば、労働関係法令の適用を

回避できるとの誤解があることも問題です。 

労働基準法などの労働関係法令が適用される「労働者」であるかどうかは、契約の形式にかか

わらず、客観的、実態的にみて、業務遂行上の指揮監督の有無、時間的・場所的拘束性の有無な

どの点から「指揮監督下の労働」が認められるかどうかによって判断されます。裁判所や労働基

準監督署において、指揮監督を受けて仕事に従事している「労働者」であると判断されれば、業

務委託契約が結ばれていても労働関係法令が適用されます。 

特に注意したいのは、「直近のシフトが埋まらず、人員補充をしたい」ときに、雇用契約を結

んでいる労働者が就労している現場で、業務委託契約のスポットワーカーを一緒に働かせる場

合や、業務委託契約のスポットワーカーに契約で示された内容以外の雑務を行わせる場合は、実

態からみて「労働者」であると判断される可能性が高まるということです。 



 

 3 © IWATA GODO 2024 

企業が業務委託契約を選択したとしても、実態が伴わなければ、労働関係法令の適用を回避す

ることはできません。このようなケースは「偽装フリーランス」と呼ばれ、労働関係法令上の使

用者責任を負うのみならず、意図的な誤分類によって責任を回避しようとした企業として社会

問題にもなりかねません。 

したがって、企業としては、スポットワーカー活用の際には、仕事内容や進め方の実態をよく

見極めたうえで、指揮監督などが性質上伴うものであれば、「雇用契約」を結ぶことが重要です。

なお、今年 11 月から施行されるフリーランス法では、募集情報の的確表示義務として、フリー

ランスの募集と、労働者の募集が混同されることのないよう表示しなければならないとされる

ことにも注意する必要があります。 

 

 

雇用契約型のスポットワークの課題 
 

雇用契約型のスポットワークの場合は、労働関係法令が適用される点では問題はありません

が、面接、履歴書なしの手軽なマッチングにより働くというスポットワークの特性に伴う課題が

なお存在します。 

第 1 に、スポットワーカーの安全問題があります。スポットワーカーは、物流現場などにおい

て、不慣れな職場で作業をすることになるケースもあります。スポットワーカーを活用する企業

は、労働災害の発生防止に向けて、最大限の措置を講ずる必要があります。仲介事業者も安全に

働くための情報提供などに努める必要があるでしょう。 

第２に、スポットワーカーが、予想していた仕事とは違った働き方をさせられたとする場合や、

逆に、企業が、スポットワーカーに期待していたほどの仕事をしてもらえなかったとする場合も

あるという問題もあります。このような問題について、主要な仲介事業者は、苦情処理対応をし

ています。また、仲介事業者の団体である一般社団法人スポットワーク協会も、相談窓口の設置

の準備をしています。労働関係法令違反の場合には行政が対応すべきです。引き続き、関係者の

改善に向けての取組が求められます。 

第３に、スポットワークという働き方をしている人の中には、本来は正社員などの安定した仕

事を望んでいるにもかかわらず、それがかなわないためスポットワーカーとして働いている人

もいるという課題もあります。これは国レベルの政策課題でもありますが、経験がなくとも興味

のあるところで働くことができ、企業も実際の働きぶりを見て正社員とすることもできるとい

うスポットワークという働き方のメリットを生かす取組を進めている仲介事業者もありますの

で、官民一体となった取組が考えられるでしょう。 

第 4 に、複数の企業の現場で働くことから、労働時間の通算把握や税・社会保険の適正な適用

の点において、困難が伴うこともあるという課題もあります。マッチングプラットフォームを運

営している主要な仲介事業者は、これらの問題が起きないような方策に努めていますがなお課

題は残っています。スポットワークの特性を踏まえた措置のあり方も含め適正な適用に向けて、
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今後の関係者の取組が望まれます。 

健全な労働市場の整備に向けて 
 

 このようにいくつかの課題もありますが、スポットワークという働き方のメリットを生かす

とともに、スポットワーカーが安心して働くことができるような、健全な労働市場の整備に向け

て、仲介事業者、企業、行政が協力して取り組むことが重要であると考えています。 
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